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1. 本ツアー実施の背景・概要



モンゴル概況
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人口：336万人
面積：156.41万k㎡
（日本の約４倍）

首都：UB市（160万人）
（全人口の約47%が集中）

国家公用語：モンゴル語

基礎情報

GDP/人：4,300USD
実質GDP成長率：▲4.6％
財政収支（GDP比）：▲6.7％
対外債務：33.1 bilUSD
経常収支赤字（GDP比）:▲5.1
％
主要産業：鉱業、牧畜業、流通
業、軽工業

経済指標

政体：共和制
（大統領制と議院内閣制の併用）
元首：オフナー・フレルスフ大統
領（人民党）
（2021年6月～）
首相：ロヴサンナムスライ・オ
ヨーンエルデネ首相（人民党）
（2021年1月～）

政治体制

石油製品：ほぼ全量をロシア
に依存。
電力供給：約20％を海外依存。
内中国から約７割、ロシアか
ら約3割

エネルギー

輸出：中国79.3％、ロシア
1.1％
輸入：中国31.6％、ロシア
26.2％
貿易総量：中国60％、ロシア
11％
外国直接投資額：登録企業数
では中国企業が累計1位

貿易

出典：
モンゴル国家統計庁（NSO）(2020,2021)、World Bank（2020）、
IMF ARTICLE IV CONSULTATION Nov 2021 

ロシア

中国



モンゴル経済・産業動向
• GDPは鉱業が牽引。ゆえに外的要因（特に鉱物資源の国際価格）の影響を受けやすい。
• 鉱業24％、農業が13％を占める。製造業は8％と基盤は脆弱。そのため一般消費財の多くを輸入依存している
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農業 16% 24% 15% 6% 13% 9% 1% 8% 2%
鉱業 6% 3% 2% 13% 24% 2% 0% 0% 11%

製造業 19% 18% 18% 14% 8% 25% 20% 31% 6%
建設業 7% 16% 9% 6% 3% 3% 5% 7% 8%
商業 13% 9% 17% 17% 10% 17% 13% 9% 8%

real G
D

P grow
th (%

)-10

-5

0

5

10

15

20

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

実質GDP 実質GDP成長率(%)

周辺他国との部門別GDP構成の比較
出典：Statistics Data by Economy, ADB, 2020

ＧＤＰ・ＧＤＰ成長率の推移（実質）
出典：IMF World economic outlook（2021)

産業別GDP構成
出典：モンゴル統計局,2020



ICT産業への注目の背景

経済環境

• 国際動向の影響を受けやすい鉱物産業
への依存構造

• 小規模・独自言語市場のため、外資企
業の参入が少ない環境

政府による旗振り
• VISION2050
「テクノロジーに基づいたイノベーションの創出を目指す」
「ICT・デジタル産業を強化対象」
• 新再生戦略
「科学技術に基づいたハイテック、ブロックチェーン、人工知能の成果を導入し、
デジタル経済の動向にあった産業化を促進する。」

モンゴル人材の有する能力

• 旧社会主義時代の教育を基盤とされる
高い数学能力

• 海外留学/就労経験者が帰国する
• 実行力、推進力、挑戦

社会的環境
• 厳冬期が長く、産業は季節要因に左右される
• 人口/労働力が少ない環境（人口密度が世界で最も低い）
• 汚職/不正防止のためのデジタル活用

鉱業に次ぐ主力産業にすべく、ICT産業を強化対象産業と設置



モンゴルICT産業・ICTセクター 6

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO50884000R11C19A0X11000/ https://www.nikkei.com/article/DGXMZO44116610T20C19A4TJ1000/

海外留学組をリーダーとするスタートアップ企業の台頭と豊富なICT人材



モンゴル政府によるスタートアップ支援 7

Mobicom社資料より

モンゴル政府による積極的なスタートアップ支援



日系企業にとって好環境 8

Rank 国

1 中国

2 ロシア

3 韓国

4 アメリカ

5 カナダ

11 モンゴル

15 シンガポール

25 日本

数学オリンピック
における躍進

Rank 国 人数

1 中国 121,845人

2 ベトナム 62,233人

3 ネパール 24,002人

4 韓国 15,785人

5 台湾 7,088人

6 インドネシア 6,199人

7 スリランカ 5,238人

8 ミャンマー 4,211人

9 バングラデシュ 3,098人

10 モンゴル 3,075人

出身国別日本留学生が
多い国

2020年度外国人留学生在籍状況調査結果

総人口 日本語
学習者数 含有率 Rank

人数
Rank
含有率

オーストラリア 23,717,000 415,348 1.75% 4 1

ニューカレドニア 271,000 3,426 1.26% 36 2

韓国 51,069,000 470,334 0.92% 3 3

台湾 22,673,000 143,632 0.63% 8 4

ニュージーランド 4,793,000 28,072 0.59% 13 5

モンゴル 3,197,000 13,334 0.42% 20 6

香港 7,337,000 27,665 0.38% 14 7

タイ 65,982,000 183,957 0.28% 5 8

シンガポール 4,044,000 10,837 0.27% 23 9

インドネシア 270,204,000 711,732 0.26% 2 10

日本語学習者が
非常に多い国

国際交流基金2021年度「海外日本語教育機関調査」結果

数学をはじめとするレベルの高いSTEM教育と高い日本語能力人材



JICA 支援概要

アクセラレーションプログラム、調査、高等教育による支援を実施
22年4月に新設されたデジタル開発・通信省からも、継続的な支援要請を受けている
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アクセラレーションプログラム
実施 Startup ecosystem 調査 工学系高等教育支援

工学系高等教育支
援事業

（円借款留学生事
業/2014～）

日本式高専
3校設置

（2014～）



調査目的

・デジタル・通信・開発省の産業振興戦略策定に向けた提言方針をまとめる。
・JICAの支援方針について検討する

モンゴル及び先進事例国の
情報収集・整理をする

モンゴルの現状・課題分析に加えて
参考にすべき他国の情報についても収集し、

それらを参考にしつつ、
モンゴル国のICT・デジタル産業の戦略策定を支援する。

５つのパイロット事業を実施し
実践的な教訓を得る

情報収集に加えてパイロットプロジェクトを実施することで、
各実施アプローチの成果及び教訓を整理し、

また実践的な取り組みを通じて各関係者の役割分担を明確にし、
支援プログラムへの提言の精度を高める

モンゴル国内のICT・デジタル産業及びスタートアップ企業を振興していく

調査内容

調査目的

今後の方針



産業全体情報分析（モンゴル/他国）
オープンデータに関する分析
（モンゴル/他国）

人材教育環境・就労環境分析（モンゴル/他国）

オープンデータ活用スタートアップ企業ICT産業

パイロット⑤
パブリックデータ活用

パイロット③
Monja/アクセラレーター

パイロット①
企業支援プログラム

パイロット④
D-comp/人材育成プログラム

パイロット②
産学連携就労セミナー

産業プロモーション戦略策定及び実施

調査

対海外
産業プ
ロモー
ション

PP

調査の構成

WG設立・運営

情
報
収
集

実
践
検
証

W
G



D‐Comp Mongolia 2022

Presenter
Presentation Notes
・調査3か月がタイト、現地日本業務比率
・参考国、市場としての国





DX CUP Mongolia 2023

Presenter
Presentation Notes
・調査3か月がタイト、現地日本業務比率
・参考国、市場としての国





2. 応募条件・方法



本ツアーの概要

〇日時：
2023年6月5日（月）から6月11日（日）（５月19～24日から日程変更）

〇視察・面談先：
・現地ICT・デジタル企業やテック系企業、ICT関連施設の視察、ネットワーキング
・現地政府、経済団体（ICT関連）、ドナーとの意見交換
・最終裨益者やビジネスチャンス、ニーズの存在する現場の視察
・現地で操業する日本企業・海外企業との意見交換
・JICAモンゴル事務所、モンゴル日本人材開発センターでのブリーフィング
・モンゴルの教育機関（モンゴル国内の3高専や大学など）の施設見学

〇参加予定企業数：最大20社程度

〇言語・通訳：日本語・モンゴル語



参加費用

（１）JICAが負担する費用
-現地での宿泊費、ツアーのアテンド、通訳、モンゴル国内の移動にかかる経費、各種イ
ベント参加費用（JICAにて手配・精算いたします。）

（２）参加者にご負担いただく費用（上記(1)以外の費用、以下は主要な例）※尚、参加
者ご自身でご手配頂きます。
-航空賃（ツアー開始日に間に合うように、出発到着地：日本国内⇔現地までの往復航空
券をご自身で手配頂きます。）
-会議等に必要となる日本国内移動に係る費用（概要説明会、事前説明会はオンライン開
催。ツアー後の報告会など物理的に集合する場合を想定。）
-居住地⇔出発到着地（日本国内の空港）の日本国内移動に係る費用
-旅券申請及び査証申請に必要な書類等（戸籍抄本、写真等）の取得経費
-海外旅行保険の加入経費
-現地での食費等



参加企業・団体の条件

（１）日本の企業等（本邦登記法人）であり、モンゴルを対象とした中小企業・SDGs
ビジネス支援事業への応募を含め、ビジネス展開を検討していること（別の法人へのコ
ンサルテーションを主目的としたコンサルタント等、モンゴルでの自らのビジネスを目
的としない企業は対象外とする）。また、参加者は、応募企業の経営者の方、或いは経
営幹部の方であることを条件とする。

（２）日本の自治体及び関連団体、大学・高専などの教育機関、金融機関、メディアの
うち、今後、中小企業・SDGビジネス支援事業を含む、JICA事業との更なる連携促進を
検討する団体・組織自治体及び関連団体、大学・高専などの教育機関、金融機関、メ
ディアの方



（３）（１）または（２）の応募条件に加え、以下リンク先の中小企業・SDGsビジネ
ス支援事業「ニーズ確認調査／ビジネス化実証事業」 応募・実施条件等及び募集要項に
係る同意書の10．に定義する反社会的勢力に合致しない企業・団体であることを本ツ
アーへの参加条件とする。

https://www.jica.go.jp/chotatsu/sdg_bncs_bvs/2022/glkrjk0000006n
31-att/y1_douisho2022.pdf

(４) 帰国後、JICA や業界団体、地元経済団体が開催する国内セミナー等で、モンゴル
ICT人材、企業や日本企業との連携の可能性について情報発信できること。

参加企業・団体の条件

https://www.jica.go.jp/chotatsu/sdg_bncs_bvs/2022/glkrjk0000006n31-att/y1_douisho2022.pdf
https://www.jica.go.jp/chotatsu/sdg_bncs_bvs/2022/glkrjk0000006n31-att/y1_douisho2022.pdf


(５) 渡航前事前説明会及び現地視察の全行程に参加可能であること。

(６) モンゴルの事情（道路状況や衛生環境等）を勘案した上で、全行程に参加可能な健
康状態であること。

(７) プログラム参加の意欲・熱意・協調性があること。

(８) ツアー参加に際して海外旅行保険に加入頂くこと。

(９) 参加費用の趣旨をご理解の上で、費用のご負担と、渡航に係るご準備をご自身で手
配頂けること。

※ツアーにはJICA事務所員、通訳が同行いたしますので英語力は必須では有りません

参加企業・団体の条件



〇応募方法（原則一社から一名の応募とさせて頂きます）：

・JICAホームページの参加申込フォームより必要事項をご記入ください。
（応募期限：2023年3月31日（金）18時（日本時間）まで）

・モンゴルへのビジネス進出に関心をお持ちの企業様/中小企業・SDGsビジネス支援事
業の応募を検討されている企業様向け参加申し込みフォーム
https://forms.office.com/pages/responsepage.aspx?id=Qvyp64hVMU2KTm4b95
0xwGlQ-Jzzv9RLpzYeiHiqqfVUNVQzREs2SjA2VEU1RVJBVUVBU0k5R1BZVC4u

・自治体及び関連団体、大学・高専などの教育機関、金融機関、メディア向け参加申し
込みフォーム
https://forms.office.com/pages/responsepage.aspx?id=Qvyp64hVMU2KTm4b95
0xwGlQ-
Jzzv9RLpzYeiHiqqfVUQ1M1UUszM0NMM1pIT1JCMlRZWDg1QkVEQy4u&web=1&
wdLOR=cAE7847A6-57D1-403C-9099-206E7D1E3B71

参加企業・団体の条件

https://forms.office.com/pages/responsepage.aspx?id=Qvyp64hVMU2KTm4b950xwGlQ-Jzzv9RLpzYeiHiqqfVUNVQzREs2SjA2VEU1RVJBVUVBU0k5R1BZVC4u
https://forms.office.com/pages/responsepage.aspx?id=Qvyp64hVMU2KTm4b950xwGlQ-Jzzv9RLpzYeiHiqqfVUQ1M1UUszM0NMM1pIT1JCMlRZWDg1QkVEQy4u&web=1&wdLOR=cAE7847A6-57D1-403C-9099-206E7D1E3B71


〇応募が定員枠を超えた場合には、JICA側で選考をさせていただくことがありますので、
予めご了承いただきますようお願い致します。選考結果は202３年４月７日頃を目途に
ご応募いただいた方にお知らせいたします。

〇選考は応募書類記載していただく下記の内容を基に行います。
① 会社概要
② モンゴルへの渡航歴
③ 本スタディツアーに期待すること（希望する視察先・得たい情報など）
④ 本スタディツアー参加者情報
⑤ （企業の場合）海外での事業あるいはオフショア開発の実績
⑥ （企業の場合）モンゴルで想定しているビジネス内容、特に中小企業・SDGs ビジネ
ス支援事業への応募を検討しているビジネス
⑦ （自治体及び関連団体、大学・高専などの教育機関、金融機関、メディアの場合）
今後、中小企業・SDGビジネス支援事業を含む、 JICA事業との更なる連携促進に向けて
検討していること

選考



-３月上旬頃：参加者募集開始
-３月17日（金）：本スタディツアーに関する概要説明会（オンライン）
-３月31日（金）：応募締切
-４月７日（金）：参加企業等決定
-４月上旬～中旬頃：スタディツアーに向けた手続き及び事前説明会
-６月５日（月）～６月11日（日）視察団派遣（５月19～24日から日程変更）
-６月30日（金）：視察報告書提出締切
-７月上旬：視察報告会（オンラインもしくはハイブリット形式を想定

全体スケジュール



本スタディツアーのスケジュール

日 行 程 備 考
6月5日（月） ・移動（日本国内→ウランバートル市） 現地（モンゴル）集合

6月6日（火） ・モンゴル日本人材開発センター
・JICAモンゴル事務所
・モンゴル国デジタル・通信・開発省、教育科学省等の幹部への表敬

6月7日（水） ・ICT・デジタル分野にかかる企業、政府関連機関の視察

6月8日（木） ・モンゴル政府主催「イノベーションウィーク」への参加・登壇
・ICT・デジタル分野にかかる教育機関の視察

6月9日（金） ・パターン①：モンゴル日本人材開発センターにて就職説明会の実施

・パターン②：ICT・デジタル分野にかかる企業、政府関連機関の視察

6月10日（土） ・モンゴル政府主催「ICTEXPO」への参加・登壇
・ICT・デジタル関連企業、団体とのネットワーキング

6月11日（日） ・移動（ウランバートル市→日本国内） 現地（モンゴル）解散



（１）本ツアーの位置づけについて
本ツアーは、上述のとおり中小企業・SDGsビジネス支援事業への応募促進等を目的の一
つとしたものですが、本ツアーへの参加自体が同支援事業の応募審査にあたっての加点
要素となることはありません。

（２）個人情報の扱いについて
- 応募書類に含まれる個人情報等は、本ツアーの審査、派遣決定後の宿泊手配にのみ使
用します。
- 応募書類は、JICAが本ツアーを運営する以外の目的では一切使用いたしません。

その他



3. 安全情報



（１）モンゴル入国時
- 現在、ワクチンの接種有無に関わらず、モンゴルへの入国制限はありません。ただし、
モンゴル国内では感染防止対策がほとんど実施されていませんが、現地の雰囲気に飲ま
れることなく、しっかりと感染防止対策を講じてください。
- 渡航に際して、解熱剤、体温計及びパルスオキシメーターを持参することをお勧めし
ます。
-持病の関係で薬を服用中の方は滞在期間＋2週間分以上の薬を持参してください。

【参考URL】モンゴルへ渡航される方で（2022年7月4日付）
https://www.mn.emb-japan.go.jp/itpr_ja/20220704covid-19.html

新型コロナウイルスにかかる出入国時の措置

https://www.mn.emb-japan.go.jp/itpr_ja/20220704covid-19.html


〇新型コロナウイルスにかかる出入国時の措置

（２）日本入国時

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00209.html
【参考URL】水際対策｜厚生労働省｜日本政府 (mhlw.go.jp)

新型コロナウイルスにかかる出入国時の措置

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00209.html


〇主なリスク

（１）窃盗（スリ・置き引き）

（２）ひったくり・暴行

（３）交通事故・冬期の路上転倒

（４）デモ・抗議行動

モンゴルにおける安全対策
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